






■ P－36� 【生活環境支援理学療法②】

在宅でのトイレ動作評価として虚弱高齢者用10秒椅子立ち上がりテストの有用性について

永田　伸吾・渡部　博幸・鈴木　陽平・大島　基文・渡邉　慎也・前田　政樹・鳥山　拓人・中島　健壱・張本　浩平

訪問看護ステーション　仁　岡崎

【キーワード】 トイレ動作，Frail CS-10，在宅

■ P－35� 【内部障害理学療法③】

職場復帰後，活動量が減少した症例に対して活動量維持を目指しての介入

戸田　麻由・右田　大介・松山　太士

社会医療法人財団新和会　八千代病院

【キーワード】 身体活動量，職場復帰，メール

【はじめに，目的】 
昨今介護予防が多く取り上げられ，トイレ動作も介護負担

となる．介護負担軽減には立ち上がり，立位保持が行えるこ
とが重要である．

我々が行った先行研究では，虚弱高齢者用10秒椅子立ち上
がりテスト（10-sec Chair Stand test for Frail Elderly:Frail CS-
10）を用いて，在宅でのトイレ動作介助の有無と立ち上がり
能力の相関を検討し，在宅での有効性のある評価法としての
可能性が示唆された．本研究では症例数を増やしトイレ動作
評価としてFrail CS-10の有用性を再検討する．

【方法】
対象は前回我々が行った先行研究対象者14名に加え日常生

活で立ち上がり自立または修正自立の当ステーション利用者
とした．方法は村田らが実施したFrail CS-10に準じ行った．
見守りを含む介助が必要な群を介助群，動作自立している群
を自立群と群分けした．

【結果】
対象者は51名で各群の人数と立ち上がり回数は，介助群（7

名，0.57±0.73回），自立群（44名，2.35±1.49回）となり，
全体として立ち上がり回数は2.1±1.6回となった．介助群と

【はじめに】 
身体活動とは，エネルギーを消費するすべての身体の動き

であり，米国スポーツ医学会の運動推奨ガイドラインではこ
の身体活動の増加を重要視している．また，近年ではイン
ターネットや携帯電話を用いた身体活動の支援についても注
目されている．

【症例紹介】
47歳，男性．身長160cm，体重51kg．BMI19.9．診断名は

急性心筋梗塞，肥大型心筋症．既往歴は2型糖尿病，慢性心
不全，脳出血，心房細動．職業は歯科医．発症前から運動習
慣はなし．

【経過】
20年前に肥大型心筋症と診断され治療を受けていたが，

Drop outされ，以後無治療で経過．急性心筋梗塞を発症しA
病院にて急性期治療を終え，発症から約6か月後に自宅退院．
退院後，当院外来リハビリ開始．リハビリ開始から約5か月
後，職場復帰後より活動量計にて歩数，運動強度などを管理
して頂いた．本人への激励を示した内容と具体的な目標値の
メールを週一回の頻度で送信した．

自立群で有意差が認められた．立ち上がり回数0～1回と2～
6回に区分けし検討した際にp=0.0016と最も大きな差を認め
た．

【考察，まとめ】
我々が行った先行研究では，立ち上がり回数0～1回と2～

6回で区分けした場合のみ有意差が認められた．本研究でも
立ち上がり回数0～1回と2～6回で区分けした場合に最も大
きな有意差が認められ，先行研究と類似した結果となった．
これは立ち上がり回数が2回以上ではトイレ動作自立の可能
性が高いことを示唆し，トイレ動作介助と立ち上がり回数に
は相関があると考えられた．しかし本研究では2群の症例数
に極端な差がでた．これはFrail CS-10の有用性を検討するた
め，対象を立ち上がり自立または修正自立としたことが要因
と考えられる．今後2群間の差を近づけ再検討が必要と考え
られる．

【倫理的配慮，説明と同意】
本研究について書面と口頭にて説明し研究参加の同意を得

た．

【結果】
運動負荷試験での運動耐容能3.4METs．歩数は平日1400

程度，一日のうち3.0METs以上の活動時間は20分程度であっ
た．来院時とメールのフィードバックを継続した結果，本人
の意識の中で運動に対する目標の設定，主体性が徐々に表れ，
歩数はメールを送った直後での増加が多くみられ，測定日全
体としてもわずかに増加が見られた．

【考察】
職場復帰後，リハビリ実施回数減少に伴い，自宅での運動

機会も減少し，運動の管理不十分になった．性格的に運動に
対する必要性は理解しているが，主体性は低く，他者からの
刺激によって行動を起こすことが多かったため，活動量計に
て管理し，定期的にメールにてフィードバックを行うことで，
活動量増加に繋がったと考えられる．

【まとめ】
活動量の減少が見られた症例に対して，メールによる

フィードバックは活動量を増加させる効果がある可能性が示
唆された．

【倫理的配慮，説明と同意】
倫理的配慮として，対象に説明し同意を得て実施した．

─ 94 ─



■ P－38� 【生活環境支援理学療法②】

当ステーションにおける訪問看護Ⅰ5利用者の要介護度変化について

井上　将斗1）・鈴木　苑香1）・江頭　直哉1）・高橋　優1）・山田　洋平2）・張本　浩平3）

1）株式会社gene　訪問看護事業部門　訪問看護ステーション　仁　春日井　　2）株式会社gene　訪問看護事業部門　三河エリア　　3）株式会社gene

【キーワード】 要介護度変化，訪問看護Ⅰ5，訪問リハビリテーション

■ P－37� 【生活環境支援理学療法②】

訪問リハビリテーション利用者におけるBerg Balance Scaleと在宅生活に関連する諸機能の関係性

久野　智史1）・坂野　裕洋2）

1）医療法人利靖会　前原　訪問看護・リハビリステーション　豊明　　2）日本福祉大学　健康科学部

【キーワード】 在宅高齢者，Berg Balance Scale，在宅生活関連機能

【はじめに】 
近年，急速な高齢化に伴い要介護認定者が年々増加してお

り，高齢者の要介護状態の悪化防止，介護費用の抑制が課題
となっている．今回，当訪問看護ステーションからの理学療
法士等による訪問リハビリテーション（以下，訪問看護Ⅰ5）
利用者の要介護度変化を把握することを目的とした．

【対象・方法】
対象は平成29年9月時点で2年以上介護保険による訪問看

護Ⅰ5を継続している利用者50名（男性27名，女性23名，平
均年齢74.3±11.1歳，平均要介護度2.78）とした．方法は2
年前の要介護度と調査実施時（平成27年4月～平成29年9月）
の要介護度の比較を行った．

【結果】
全 対 象 者50名 の う ち， 軽 度 化8名（16.0%）， 維 持28名

（56.0％），重度化14名（28.0%）であった．軽度化した8名の
要介護度は要介護度2-5の対象者であった．また，要介護度4
の対象者は重度化した者はいなかった．

【考察】
厚生労働省の平成28年度介護給付費実態調査によると年間

継続受給者の平均要介護度は1.98であり，要介護状態区分変

【目的】 
Berg Balance Scale（以下，BBS）は，高齢者のバランス機

能評価を目的にBerg Kらによって開発され，本邦において広
く普及している評価指標であり，入院患者に関しては多くの
報告がされている．しかしながら，訪問リハビリテーション

（以下，訪問リハ）では40分程度の介入が多く，その限られ
た時間内でBBSなどを用いた評価は疎かになりがちなため，
在宅高齢者に対しBBSを用いた報告は少ない．そこで，本研
究では在宅高齢者に対するBBSの有用性について明らかにす
ることを目的に，BBSと在宅生活に関連する諸機能の関係に
ついて検討した．

【方法】
当事業所の訪問リハ利用者のうち，調査協力の得られた74

名を，BBS得点の病棟内移動自立のカットオフ値（46点）で
高得点群（28名：76.1±10.0歳）と低得点群（46名：79.7±
9.6歳）に分類した．在宅生活関連機能として，バランス機能

（BBS），日常生活の機能的自立度（FIM），自己効力感（GSES），
生活範囲（LSA），転倒恐怖感（MFES）を評価し，各項目につ
いて群間で比較した．また，有意差（p<0.05）を認めた項目に
ついては，BBSとの相関を検討した．

化割合は，軽度化8.6％，維持72.3％，重度化19.1％と報告さ
れている．その他に貴島らの要介護度経年変化を3年間追跡
した調査によると軽度化9.0％，維持53.8％，重度化33.8％
と報告している．今回，調査期間が異なるために単純な比較
はできないが，当事業所のデータは平均要介護度が高い中で
も，軽度化率が高いことが確認された．この結果より訪問看
護Ⅰ5が要介護度の軽度化に寄与する可能性が推察された．

【倫理的配慮，説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき，個人情報が特定できないよう十

分配慮した．

【結果】
群間比較において，高得点群は低得点群と比較してFIM，

LSA，MFESの得点が有意に高値を示した．また，BBSと
FIM，LSA，MFESに有意な正の相関関係を認めた．

【考察】
本研究結果より，訪問リハ利用者では，BBS得点が高いも

のほど日常生活の機能的自立度が高く，生活範囲も広範囲で，
身体活動に伴う転倒恐怖が低いことが明らかとなった．この
ことから，BBSは在宅生活に関連する諸機能と密に関係して
おり，その評価は有益な情報となる可能性が示唆された．

【倫理的配慮，説明と同意】
本研究のすべての手順は，世界医師会の定めたヘルシンキ

宣言に準じて実施し，全ての対象者には本研究の主旨を文書
および口頭にて説明し，研究の参加に対する同意を得た．

─ 95 ─



■ P－40� 【生活環境支援理学療法②】

意欲の向上が身体機能の改善に繋がった癌症例

牧　洸生・飯田　泰久

医療法人清水会　相生山病院　リハビリテーション科

【キーワード】 意欲，成功体験，能動的

■ P－39� 【生活環境支援理学療法②】

老人ホームから在宅復帰を目指した一例

濱田　浩揮1）・坂野　裕洋2）・野村　健司1）・村田　淳3）

1）訪問看護ステーションリハメール日進　　2）日本福祉大学　健康科学部　　3）株式会社　東海介護予防推進機構

【キーワード】 他職種連携，在宅復帰，ADL

【はじめに】 
リハビリテーション（以下，リハ）の効果を高めるには，患

者の意欲的な取り組みが必要となる．しかし臨床では，意欲
が低下している患者も多く，意欲を引き出してリハの効果を
高めることに難渋することがある．

今回，意欲の低下した癌患者に対し，能動的にリハへ参加
できるよう配慮することで意欲が向上し，身体機能の改善に
繋がった症例を経験したので報告する．

【症例紹介】
80代の男性で，A病院の入院時に転移性肺腫瘍・食道癌と

診断された．積極的な治療は希望されず日常生活活動（以下，
ADL）が低下したため，B病院を経てリハの継続を目的とし
て当院に入院となった．ADLは起居・移乗・トイレ動作が自
立，平行棒内歩行が最小介助であり，「歩けるようになりた
い」と希望していた．しかし，「リハを頑張るように言われて
いるが歩けない」と訴え，リハに受動的であった．性格は穏
やかで「家族や看護師に迷惑をかけたくない」とよく発言され
ていた．

【経過】
リハ開始時のリハ意欲はFace Scale：4，日常生活意欲は

【はじめに】 
本報では，脳梗塞発症後に誤った判断のもとに過剰な安

静・保護を強いられていた症例に対する訪問リハビリテー
ション（訪リハ）を通じ，訪リハにおける理学療法士の役割に
ついて検討したので報告する．

【症例紹介】
本症例は80代女性で独居生活を送られていた．平成X年3

月に心原性脳梗塞を発症し，6月より有料老人ホームに入居，
7月より訪リハ開始となる（要介護3）．開始当初は，入居施
設の方針により転倒リスクの管理徹底のため，車いす生活を
送られていた．

【経過】
開始当初より，身の回りのADL動作が自立（FIM 121点）

していたため，施設スタッフに対して症例の身体機能や動作
能力について，各種評価指標を用いてカットオフ値などを提
示しながら伝達した．また，具体的な短期目標を本人や施設
スタッフとともに話し合う機会を設け，杖歩行での屋内移動
自立とし，開始1週目より施設内見守り歩行を開始した．開
始3週目には，本人や施設スタッフの屋内歩行に関するリス
ク管理が十分に理解されてきたため，車いす生活を送るにあ

Vitality Index：8点であった．本人の意欲や体調の変動を考
慮し，リハ実施の有無を含めて患者に決定権を持って頂く形
で進めた．また，リハの課題難易度や目標を一緒に考えるな
どの配慮を行った．その結果，リハ20日目頃から能動的な言
動や行動がみられ，リハの取り組み方が変化し始めた．リハ
47日目のリハ意欲はFace Scale：2，Vitality Index：10点と
なった．身体機能は，歩行器歩行・伝い歩きが監視で行え，
食堂で昼食をとれるようになった．

【考察】
本症例はリハに受動的であった．しかしその反面，歩行意

欲を持っていたため，リハの課題難易度や目標を一緒に考え，
遂行できるよう努めた．その結果，課題や目標を徐々に遂行
して成功体験を積むことでリハ意欲が高まり，リハの継続及
び身体機能の改善に繋がったと考える．

【倫理的配慮，説明と同意】
当院の規定に則り，説明と同意を得た．

たってのメリット・デメリットについて，ケアマネや施設ス
タッフ，家族へ説明し施設内自立となる．開始4週目より「自
宅に帰りたい」との目標も生まれ，家族と1週間の外泊を繰
り返し実施するようになったため，自宅内環境について確認
し，自宅復帰に向けて必要と思われるサービスをケアマネと
検討するとともに，訪リハに在宅生活で必要なADL動作練
習を取り入れた．開始12週目には，家族の協力も得られ同居
での自宅復帰となった．

【考察】
本症例を通じて，理学療法士はリハビリテーションの専門

家として本人や家族，関連専門職種に身体能力に関する適切
な情報提供を行い，共通の理解を図ることで集学的なサポー
ト体制を構築する役割を担う必要があると考える．

【倫理的配慮，説明と同意】
本発表に際して，利用者ならびに関係各位に報告内容を説

明し，発表同意を得た．

─ 96 ─



■ P－42� 【生活環境支援理学療法②】

訪問看護ステーション　仁　岡崎における訪問看護Ⅰ5の利用者分析と今後の課題

鈴木　陽平1）・山田　洋平2）・張本　浩平3）

1）株式会社gene　訪問看護事業部門　三河エリア　訪問看護ステーション　仁　岡崎　　2）株式会社gene　訪問看護事業部門　三河エリア　
3）株式会社gene

【キーワード】 訪問看護ステーション，訪問看護Ⅰ5，利用者特性

■ P－41� 【生活環境支援理学療法②】

長期間の訪問リハビリテーション利用者の目標を再設定し，生活空間の広がりや本人と家族の意識変化に繋
がった1症例について

安藤　易輔・武井　誠司・松山　太士

社会医療法人　財団新和会　八千代病院

【キーワード】 訪問リハビリテーション，目標設定，社会参加

【目的】 
訪問看護ステーション　仁　岡崎（以下，当事業所）は主に

岡崎市を訪問地域としている．岡崎市は，高齢化率22.1%（平
成29年4月1日時点）で今後も増加することが予測されてい
る．その一方で，全国訪問看護事業協会の調査（平成28年度）
によると，県内の訪問看護ステーションは新規98ヵ所の開設
に対し廃止50ヵ所，休止11ヵ所という状況にあり，運営を
継続するにあたって事業所としての在り方を考える必要があ
る．そこで，当事業所の今後の在り方を考えるための基礎研
究として，利用者特性を調査した．

【方法】
対象は平成29年9月に当事業所の訪問看護Ⅰ5を利用した

94名（男性42名，女性52名，平均年齢78.7歳±9.7）．調査
項目を年齢構成，要介護度別の比率，対象疾患（複数回答），
平均訪問回数，平均訪問時間とした．調査結果は「社保審－
介護給付費文科会　第140回資料」のデータ（以下，参考デー
タ）と比較，参考データ同様に分析した．

【結果】
年 齢 構 成 は75歳 以 上71.3%，74歳 未 満28.7%で あ っ た．

【目的】 
長期間の訪問リハビリテーション（以下，訪問リハ）利用

者では，目標を見失い主体的な行動に対して消極的な状態と
なっており，社会参加に向けて難渋するケースをしばしば経
験する．今回，長期間の訪問リハ利用者に対して明確な目標
の再設定をすることで，生活空間の広がりや本人と家族の意
識変化が見られた症例を経験したためここに報告する．

【症例紹介】
X－7年に急性期病院で脳梗塞と診断され右片麻痺が残存

し，回復期病院を経て在宅復帰に向けて身体機能の維持改善
の目的で訪問リハが開始となった．身体機能は特に変化なく
経過し，移動動作は自室内伝い歩き，屋外は1本杖を使用し
自立している．ADLはBarthel Indexで100点，IADLは老研
式活動指標で5点，外出機会は妻と週1回の買い物の頻度で
ある．本人のニードは競馬場に行きたいである．

【経過】
長期間訪問リハの利用をしているが，利用者と家族のニー

ドで意見の相違が生じ，利用者の活動意欲が伴っていない状
態が続いた．そのため，利用者の身体機能や環境面等の多種

要 介 護 度 別 の 比 率 は， 要 支 援1・2（21.3%）， 要 介 護1・2
（47.9%），要介護3-5（30.9%）．上位対象疾患は複数回答の
為，その他109％，脳卒中51%，高血圧33％，骨折20%の順
となった．平均訪問回数は，要支援（6.4回），要介護1-2（6.2
回），要介護3-5（7.2回）であった．平均訪問時間は，要支援

（44.0分），要介護1-2（48.9分），要介護3-5（48.3分）であっ
た．

【考察】
要介護度別の比率では，当事業所の要支援-要介護2が

69.1%を占め，参考データと比較し軽度者の割合が高いが，
75歳以上の利用者の割合は71%を占めており今後の要介護度
重度化が考えられる．対象疾患は，上位に参考データと同様
の疾患がみられる一方でその他が109%を占め，当事業所の
利用者は多様な疾患を呈していることが考えられる．当事業
所の今後の課題として，利用者の重度化予防および重度者へ
の対応を視野に入れた取り組みが必要と考える．

多様な情報をSWOT分析で整理し，現実的に達成可能な「週
4日は運動をする」という目標を再設定し介入した．その後，
利用者自身で「床屋に行く」などの活動範囲の拡大や自主ト
レーニングの定着化に繋がり，現在も目標に対して前向きに
取り組めている．

【考察】
本症例は利用者と家族においてのニードの不一致から悪循

環な状態が続き，自己意識の低い状態で訪問リハを利用が長
期化の原因と考えた．その為，第三者による間接介入や周囲
を含め納得のいく目標設定を立案することで，利用者と家族
の意識変化が生まれ社会参加に繋げられた．

【結論】
心身機能，活動および参加にバランスよく働きかけ，社会

参加に繋げていくことを社会から求められている．今後は多
職種会議の場でも具体的な目標を立案し関わっていくことが
必要である．

【倫理的配慮，説明と同意】
発表に際し，内容を説明し同意を得た．
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■ P－44� 【教育・管理理学療法①】

実践的な臨床教育を重視した実習システムの開発

小早川千寿子・相本　啓太・谷本　正智・伊藤　直樹・近藤　和泉

国立研究開発法人　国立長寿医療研究センター

【キーワード】 臨床教育，臨床実習，クリニカルクラークシップ

■ P－43� 【教育・管理理学療法①】

当院における臨床実習の紹介と新たな試み
～充実感の向上に寄与する因子とは～

野田　敏生1）・新村　和晃1）・光山　孝1）・古川　公宣2）

1）豊橋整形外科　鷹丘クリニック　　2）星城大学　リハビリテーション学部

【キーワード】 臨床実習，充実感，セルフトリートメント

【はじめに】 
臨床実習における問題点として，レポート偏重の指導や指

導者ごとに指導方法が異なる点などがあげられる．そのため，
当院では実践的な臨床教育を重視した新しい臨床実習システ
ムを導入した．システムの根幹は，クリニカルクラークシッ
プ（CCS），チーム指導者モデル（Team Instruction Model：
TIM），書き込み式スライドテンプレートの学生指導ツール

（Instruction Tool for Students：ITS）である．今回，実習生指
導に関わる理学療法士と実習生に対して新実習システムにつ
いてのアンケート調査を行った．これらの結果から新実習シ
ステムの課題について検討したので報告する．

【方法】
対象となる理学療法士には新システムの満足度を，実習生

には実習全般に対する満足度をそれぞれ5件法のアンケート
にて調査した．

【結果】
対象の理学療法士からは34名中27名（79%）より回答を得

た．「満足している」，「だいたい満足している」の回答の合
計と「どちらでもない」はそれぞれCCSで9名（33%），17名

（63%），TIMで17名（63%），9名（33%），ITSで13名（48%），

【はじめに】 
臨床実習は，理学療法士という専門職の魅力を感じる重

要な機会である．当院では，日々の実習内容をExcelで管理
する．週に1日，実習生自身の身体に関する悩み（腰痛・肩
こりなど）に関してバイザーとともに，評価から治療までを
行う事で身体のコンディショニングを良い方向に持って行く

（セルフトリートメント）など，実習の質を高めるように幾つ
かの取り組みを行っている．今回，実習生が充実感を感じる
側面を理解するため，また，当院が行っているセルフトリー
トメントと充実感の関係をみるために調査した．

【方法】
対象は平成29年度に当院にて臨床実習を終了した6名で

ある．方法は実習終了時間に1日の評価・治療の件数と他部
署見学時間・通所リハビリテーションの実習時間に加え1日
の充実感（100点満点中何点か）を聴取し，検査・治療の各項
目に加え理学的検査・治療件数の総計（体験数）と充実感の
関係を調査した．また，セルフトリートメントについて話
し合った日（週1回）とその他の日の充実感のスコアを比較
した．統計学的解析手法は， Spearman順位相関係数，Mann 

12名（44%）であった．学生からは6名より回答を得た．5名
が非常に満足している，1名がだいたい満足しているであっ
た．

【考察】
新システムに対して，理学療法士からは一定の満足度を得

たが，CCS，ITSでは過半数には満たなかった．一方で，こ
れらの設問には「どちらでもない」との回答も多かった．新実
習システムは，従来型の実習システムと異なる部分が多く，
慣れていないことによる影響が考えられた．学生からの満足
度が高かったため，特に指導者側がより実践的な指導法を確
立でき，満足度が高まるように臨床教育を重視した実習シス
テムの改定を進めていく．

【倫理的配慮，説明と同意】
全ての対象者には本アンケートの趣旨を説明し，同意を得

た上で無記名で実施した．実習生にはアンケート結果が臨床
実習の成績に影響を与えないことを文書にて説明した．

Whitney-U検定を用い，有意水準は5％に設定した．
【結果】

当院の実習の充実感のスコアの平均は，79.7±13.2点で
あった．検査・治療の各項目・体験数と充実感の相関は，治
療と体験数で正の相関を認めた．また，セルフトリートメン
トについて話し合った日は，その他の日と比べると有意に充
実感のスコアが有意に高かった．

【考察】
体験数が増えることで緊張が解け自信に繋がったのが影響

をしているのではないかと考えられる．その中で治療の経験
やバイザーとのコミュニケーションを増やす機会は臨床実習
生のモチベーションを高める要因であることが示唆された．

【倫理的配慮，説明と同意】
ヘルシンキ宣言に基づき，対象に対しては研究の趣旨を説

明し同意を得た．また，今回得た研究対象者のデータは厳重
に管理した．
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■ P－46� 【教育・管理理学療法①】

当法人における新規開設の訪問看護ステーションの現状と今後の課題

稲垣　翔太1）・中　淳志1）・張本　浩平2）

1）株式会社gene　訪問看護事業部門　訪問看護ステーション　仁　長久手サテライト　　2）株式会社gene

【キーワード】 訪問看護ステーション，要介護度，疾患

■ P－45� 【教育・管理理学療法①】

当院でのFIM利得向上を目標とした新しい取り組みの導入に関する経過

中村　友哉

永仁会　佐藤病院

【キーワード】 FIM利得向上，集団起立訓練，情報共有

【はじめに】 
当法人も新たに24時間対応を行う訪問看護ステーション

（以下，訪看ST）サテライトを開設した．今後，当事業所に
どのような課題が出てくるのか検討するため，現状を把握し
全国の訪看STとの比較を行った．

【方法】
開設から6か月間のサービス依頼を対象とした．対象者の

情報から，理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士（以下PT
等）と看護師（以下Ns）の依頼割合，介護度，依頼目的，疾患
分類を抽出した．参考データは社会保障審議会介護給付費分
科会第142回参考資料，厚生労働省（平成25年度介護サービ
ス施設・事業所調査結果の概況）とした．

【結果】
対象者は35名（男性11名，女性24名，年齢79.7±10.1歳）．

職種別依頼割合はPT等48%，Ns33%，両方が19%であった．
介護度は要介護2が26%，要介護1が18%，要介護3が17%
の順であった．依頼目的はPT等では歩行・移動53%，健康
管理29%，Nsでは健康管理33%，服薬管理22%の順であっ
た．疾患分類は神経系の疾患31%，筋骨格および結合組織の
疾患20%，精神および行動の障害17%，循環器疾患11%，PT

【目的】 
昨今の回復期リハビリテーション病棟ではFIM利得の向上

が各病院の目標となっている．FIM利得の向上には身体活動
量の増進，情報共有の質の向上，介助指導等様々な要素が必
要となってくるが，当院ではそれらを包括した病棟での取り
組みの一つとして集団起立訓練を導入するに至ったため，報
告する．

【導入方法】
まず，リハビリテーション科での勉強会を行い，当院の

FIM利得，単位数を踏まえた上で集団起立訓練の有効性や取
り組みの意義をリハスタッフ内で共有した．続いて，病棟ス
タッフに対しても同様の勉強会を2回実施した．その上で，
病棟・リハスタッフ各4名からなる起立訓練運営チームを立
ち上げ，実施方法を検討し，試験的に開始した．隔週での
ミーティングで改良点を話し合い，3ヶ月の試験期間後に再
度，病棟・リハスタッフに向けて当院での実施方法を全体に
共有するための勉強会を行い，目的意識を統一した上で本格
的に集団起立訓練を導入した．

【対象者・実施方法】
対象者6名（移動or移乗見守りレベル）でリハスタッフ2名，

等のみでは神経系の疾患46%，筋骨格および結合組織の疾患
33%，皮膚疾患と循環器疾患9%で，Nsのみでは精神および
行動の障害36%，新生物22%の順であった．

【考察】
参考データでは，全国の職種別依頼割合はNsが多く，介

護度は要介護1，要介護2，要介護5の順に上位にあった．依
頼目的は参考データと同様の結果であった．疾患分類は参考
データと比較すると，順番は前後するが，当事業所と疾患割
合の内訳は類似していた．厚生労働省の平成28年度国民基礎
調査の概況の報告によると，要介護5の疾患内訳で神経系の
疾患と精神および行動の障害の順で上位であり，当事業所の
上位疾患に該当する．要介護5における疾患割合に類似して
おり，今後，当事業所の利用者も重度化が想定される．その
ため，身体機能の維持・向上と介護負担に対しての介入が課
題となると考える．

【倫理的配慮，説明と同意】
個人情報について匿名性及び秘密保持を行った．

看護師3名の監督の下実施した．なお，起立訓練開始時には
出席カードを作成し，各対象者の起立時の注意点を記載し，
病棟スタッフによる指導も容易にした．実施は週5回（月～
金），15時から20分間，10回×5セットで実施した．

【考察，今後の目標と課題】
集団起立訓練を導入するにあたり，勉強会を頻回に重ねた

こと，出席カードを作成したことで病棟スタッフとの情報共
有が容易となり，目的意識の統一，起立訓練の参加を円滑に
進めることができた．現在の導入状況では見守りレベルの対
象者への実施となっており，介助指導は行っていない．今後，
要介助者への介助指導を含めた訓練方法を検討することで，
さらに質の高いFIM利得向上への取り組みが行えるのではな
いかと考える．

【倫理的配慮，説明と同意】
1）研究に参加しなくても，不利益を生じないこと
2）個人が特定されないように無記名とすること
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■ P－48� 【教育・管理理学療法①】

当法人の訪問看護ステーションにおける利用者分析と人材育成の方向性の検討

山田　洋平1）・鈴木　陽平2）・鈴木　苑香3）・江頭　直哉3）・井上　将斗3）・張本　浩平4）

1）株式会社gene　訪問看護事業部門　三河エリア　　2）株式会社gene　訪問看護事業部門　三河エリア　訪問看護ステーション　仁　岡崎
3）株式会社gene　訪問看護事業部門　尾張エリア　訪問看護ステーション　仁　春日井　　4）株式会社gene

【キーワード】 訪問看護ステーション，人材育成，利用者分析

■ P－47� 【教育・管理理学療法①】

訪問リハビリテーション事業所における管轄地域分割の有用性について

大原　弘樹1）・大橋　和也1, 3）・今泉　史生2）・武居　真2）・光山　孝1）

1）豊橋整形外科　鷹丘クリニック　　2）豊橋整形外科　江崎病院　　3）豊橋創造大学大学院

【キーワード】 移動距離, リハビリ提供時間, 訪問リハビリテーション

【目的】 
当法人は3か所の訪問看護ステーション事業所と2か所の

サテライト事業所を運営している．今後の人材育成を進める
にあたって各事業所の利用者分析をし，法人全体を調査．さ
らにサービス内容が類似している訪問リハビリテーションと
比較し，法人特性を把握する機会とした．

【方法】
対象は，理学療法士等の介入のある各事業所の平成29年9

月利用者416名（男性209名，女性207名，平均年齢68.8歳±
20.4）．その主たる傷病名，年齢，性別，要介護度，月訪問回
数，利用時間を抽出．比較データは第140回社会保障審議会
介護給付費分科会資料における訪問リハビリテーション参考
資料とした．

【結果】
主たる傷病名はその他（44％），脳卒中（36％），高血圧

（20％），関節症・骨粗鬆症（11％），認知症（10％），糖尿病
（10％），神経疾患（9％），パーキンソン病（9％）の順であっ
た．要介護度は要支援（19％），要介護1・2（41％），要介護
3-5（39％）．月訪問回数は要支援1（5.0回），要支援2（5.4回），

【諸言と目的】 
総務省統計局によると，平成29年における65歳以上の人

口比率は27.7%と過去最高となっている．高齢者人口の増加
に伴い，介護保険サービス利用人数の増加が予想されており，
今後，訪問リハビリテーション（以下，訪問リハビリ）の需要
はより一層高まると考えられる．訪問リハビリ利用者数の増
加は1事業所が管轄する地域の拡大に寄与するが，その反面
移動距離の延長や訪問効率の低下が惹起されると考えられる．

整友会は，訪問リハビリ開設当初は江崎病院のみで運営し
ていたが，平成29年2月より同法人グループの鷹丘クリニッ
クが江崎病院の訪問地域を一部引き継ぐ形で訪問地域を限定
した事業所を開設した．そこで，本研究では訪問リハビリ事
業所管轄地域の分割が業務内容に及ぼす影響について検討し
た．

【方法】
平成28年10月から平成29年1月の江崎病院に勤務するス

タッフのリハビリ提供時間，分割後の平成29年4月から7月
の江崎病院と鷹丘クリニックの移動距離およびリハビリ提供
時間を調査した．

要介護1（5.8回），要介護2（6.0回），要介護3（5.6回），要介
護4（6.4回），要介護5（7.6回）であった．

【考察】
主たる傷病名で「その他」が最も高値であった要因は，小児

疾患や内部障害等が比較データの項目になかった為と考えら
れ，ここから傷病名が多岐に及ぶ事が示唆された．その他を
除くと脳卒中が高値であることは比較データ同様だが，次点
以下は不同であった．またパーキンソン病を神経疾患に含め
ると18％となり高血圧に次ぐ数値となった．要介護度では要
支援-要介護2が60％と比較データの53％を上回り，訪問回
数は要介護の中で要介護3が最も低値であった．

【まとめ】
主たる傷病名が多岐に及ぶ事から，疾患についての広い知

識が必要．その中で脳卒中，進行性神経疾患や小児疾患の知
識・理解を深める必要がある．また要支援-要介護2の方へ
の重度化予防の取り組みと要介護3の方への介入内容と意味
を今後の課題として活かしていきたい．

【結果】
訪問地域を限定した鷹丘クリニックの訪問管轄地域は江崎

病院より小さく，一件に対する移動距離は鷹丘クリニックが
江崎病院より有意に短かった．一方，一件に対するリハビリ
提供時間は鷹丘クリニックが江崎病院と比べ有意に長く，江
崎病院の分割前後の比較では分割後のリハビリ提供時間が有
意に長かった．

【考察】
管轄地域の縮小は移動距離の短縮とリハビリ提供時間の延

長に関与した．これより管轄地域の分割は訪問リハビリの生
産性向上に貢献できると考えられた．また自動車安全運転セ
ンターによると，走行距離の増加は事故率の増大に関与する
為，移動距離の短縮は事故率の軽減にも関与すると考えられ
た．

【まとめ】
訪問リハビリ事業所の管轄地域分割は，訪問効率の向上と

リハビリ提供時間の延長を図ることができた．
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■ P－49� 【教育・管理理学療法①】

当訪問看護ステーションにおける利用者分析から考える人材育成の方向性の検討

江頭　直哉1）・井上　将斗1）・鈴木　苑香1）・高橋　優1）・山田　洋平2）・張本　浩平3）

1）株式会社gene　訪問看護事業部門　訪問看護ステーション　仁　春日井　2）株式会社gene　訪問看護事業部門　三河エリア　　3）株式会社gene

【キーワード】 訪問リハ，訪問看護Ⅰ5，人材育成

【目的】 
当事業所の現状を全国の訪問リハビリテーション事業所か

らの訪問リハビリテーション（以下，訪問リハ）･訪問看護ス
テーションからの訪問リハビリテーション（以下，訪問看護
Ⅰ5）と比較することで当事業所の特性を把握し，人材育成の
方向性の検討を目的とした．

【対象・方法】
対象は平成29年9月時点で理学療法士等の介入のある282

名（男性141名，女性141名，平均年齢65.9±22.7）とした．
方法は厚生労働省社会保障審議会第140回・142回介護給付
費分科会参考資料を基に，医療・介護の使用率を訪問看護Ⅰ
5と，要介護度，主たる疾病，月訪問回数，利用時間は訪問
リハと比較した．

【結果】
当 事 業 所 の 医 療･介 護 の 使 用 率 は 医 療（40.1%）， 介 護

（59.9%）で あ っ た． 要 介 護 度 は 要 支 援1（4.1%）， 要 支 援
2（15.4%）， 要 介 護1（8.9%）， 要 介 護2（27.8%）， 要 介 護3

（21.3%），要介護4（12.4%），要介護5（10.1%）となった．主
たる疾病は脳卒中（35.5%），その他（20.6%），高血圧（13.6%），
関節症・骨粗鬆症（11.7%），認知症（10.6%），パーキンソン

病（9.9%），進行性の神経筋疾患（9.6%）の順で多かった．
【考察】

医療使用率は訪問看護Ⅰ5で23.8%であり，当事業所が上
回る結果となった．主たる疾病では「その他」が2番目に多く，
その内訳は小児疾患が62.1%であった．パーキンソン病を神
経疾患に含めると19.5％となり，これらの疾病が多いことが
医療使用率の高い要因として考えられる．要介護度では訪問
リハ・訪問看護Ⅰ5と比較すると要介護1-4では高い値を示
した．これらのことから，良いサービスを提供する為に小児
疾患・神経疾患への知識･理解を深めることや介護負担軽減
の視点をもった人材を育成する必要があると考える．

【まとめ】
当事業所の現状を訪問リハと訪問看護Ⅰ5と比較した．当

事業所は医療保険の使用率が高く，介護度が高い傾向にあり，
小児疾患と神経疾患が多い特性があった．今後の人材育成の
手掛かりを得た．

【倫理的配慮，説明と同意】
個人情報保護には十分留意した．
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事務局長：竹中　裕人
　　　　　（あさひ病院）

総 務 部 長：後藤　　慎
　　　　　（あさひ病院）

財 務 部 長：鈴木　惇也 
　　　　　（あさひ病院）

《事務局》 

運営局長：大竹　浩史
　　　　　（名古屋徳洲会総合病院）

運営副局長：宮地　庸祐 
　　　　　（あさひ病院）

運営副局長：山下　　裕 
　　　　　（春日井市民病院）

《運営局》 

学術局長：井戸　尚則
　　　　　（東海記念病院）

学術副局長：井澤　寿敬 
　　　　　（東海記念病院）

《学術局》 

学 術 誌 部：太田　　進
　　　　　　（星城大学）

相　談　役：石田　和人
　　　　　　（名古屋大学）

学術大会部：阿部　友和
　　　　 　　（株式会社フィジカル　　　　）　　　 　　　　 　　　 　イノベーションズ

　　　　　　竹中　裕人
　　　　　　（あさひ病院）

生涯学習部：佐藤　健二
　　　　　　（国立長寿研究センター）

大会長
横地　正裕
（あさひ病院） 

副大会長
張本　浩平
（株式会社gene） 

準備委員長
西浜かすり
（あさひ病院） 

組 織 図
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運 営 委 員
■総合受付案内 ■第 1会場 ■第 2会場 ■第 4会場
渡辺　将弘 中谷　　努 鈴木　達也 山北　喜久 高塚　将人
佐藤　匡敏 森谷　優也 箕原　敦司 中崎　　亨 加藤　大輝
鈴木　優太 松井　陽祐 安藤　莉那 北村　健人 宮川　孔明
田中　駿佑 本城　和成 花山　大道 京地　拓也 寺島　光里
吉田　旭宏 木村　友香 横尾　恵理 島本　将宜 太田　浩貴
加藤菜々絵 直井秋桜帆 森　　匡宏 水野　広大 平野　蒼人
福留　　拓 青山万流子 伴　　留亜 安田　勇士 小川祐佳里
則竹　賢人 中　　淳志 古田　国大 島雄　　南 立木　　輝
多田　拓生 高橋　　優 牛島　秀明 長森　香奈 深尾　安希
小長野　豊 鈴木　苑香 加藤　貴志
岡田　康佑 井上　将斗 山崎　正俊
松崎　佑亮 村瀬　力真 横地　恵太 ■第 3会場 ■ポスター会場
三輪真梨子 町田　幸繁 原嶋　　翼 平岡　大輝 竹岡美代子
曽根　美咲 山田　洋平 澤田　悠介 可児　逹也 伊東　由教
中谷　真也 渡部　博幸 榎木　優太 直江　良子 木村　陽志
上野　千里 鈴木　陽平 高橋　愛輝 佐古　辰彦 西脇　健太
植村亜里沙 大島　基史 橋本　圭輔 山中明香里
福井　聖人 小林　大悟 長屋　祐美 倉知　朋代
横山　結香 河村洋二郎 若山　紗貴 小杉　実代
後藤　文彦 加納　亜美 尾藤　伸哉 五島　由奈
早川　裕貴 安藤　崚司 小山　裕香 赤井　省一
福岡　　純 奥村　友香 灘本　　嵐

（敬称略、担当内で順不同）
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